
日中国際競争力に対する比較研究1

目次

1．日中国際競争力に村する比較研究の基本問題

1．1国際競争力とは

1．2国際競争力概念の提出及び発展

1．3日中国際競争力に対する比較分析の要素

2．日中国際競争力の総合評価

2．1日本と中国は世界の順位

2．2日本と中国の共有の優位指標

2．3日本と中国の共有の劣位指標

2．4日本と中国の国際競争力の変遷

3．日中国際競争力の領域別の分析

3．1国内経済

3．2国際化

3．3企業管理

3．4金融システム

3．5科学技術

3．6人的資本

3．7　インフラ

3．8政府管理

4．国際競争力から，見る日中両国の強い補完性

王　瑛　延

本稿では，スイスのビジネススクール・国際　鑑2003年版のデータを基に・中国人民大学競争

経営開発研究所（lnternationa＝nstituteForManage一　力と評価研究センターの「国内経済」・「国際化」，

mentDeve10Pment，■MDと略称）の世界競争カ年　「企業管理」，「金融システム」，「科学技術」，

1本稿は中国人民大学競争力と評価研究センター長の趨彦雲教授をはじめ，国際競争力というプロジェクトの

一部分であり，執筆過程において，趨彦雲教授から色々ご指導を頂き・また・中国人民大学の大学院生の劉

亜男さんにより，資料整理の手伝いを頂き，心から感謝し，厚くお礼を申し上げたい0

－29－



経　済　学　論　集　第　65　号

「人的資本」，「インフラ」，「政府管理」の8項

目分類を採用，日本と中国の国際競争力を評価

及び分析したい。

1．日中国際競争力に対する比較研究の

基本問題

1．1国際競争力とは

競争力とは，一定の期間，ある個体がある領

域に相対優位を持つ能力である。国際競争力は

一定の期間，ある国あるいは地域は世界では相

対優位を持つ能力であり，経済の理念から定義

すると，世界経済のグローバル化という条件の

下に，付加価値を創出する総合能力および持続

的な発展能力である。

1．2国際競争力理論の提出及び発展

国際競争力の理論はアメリカのマイクル・ポー

ター（Peoter）教授の国家ダイヤ理論からの骨

組を打ち立って，発展経済学，経済成長理論，

表1　国際競争力を構成する分野と要素

近代管理学，革新などの理論から充実するもの

である。1980年ダイヤモンドモデルを作った，

そしてアメリカ，イギリス，ドイツ，日本，イ

タリア，スイス，デンマク，韓国など国々の産

業競争力と企業競争力の実証研究を通して，産

業と国家競争力の理論を提出した。

1980年世界経済フォーラム（World Economic

Forum，WEFと略称）は世界の43国あるいは地域

を研究対象として，国際競争力の研究を着手し，

1986年国際競争力報告を発表した。それ以降

1988年まで，毎年国際競争力研究報告書を発表

した。但し，1989年から1995年まで世界経済フォー

ラムと国際経営開発研究所は一緒に国際競争力

を研究し，毎年両研究組織により，世界国際競

争力報告書を発表したが，国際経営開発研究所

と世界経済フォーラムは研究の理念が違うので，

1996年から，両研究機構は別れ，毎年それぞれ

独自で研究報告を発表する。

今まで，世界で国際競争力について様々な評

価方法と評価結果があるが，スイスの国際経営

分野 国内経済 企業管理 科学技術 インフラ

要素

付加価値 生産性 研究開発支出 基本インフラ

投資 労働コス ト 研究開発人員 技術 インフラ

貯蓄 企業パフォーマンス 技術管理 ビジネスインフラ

最終消費 管理効率 科学的環境 健康 インフラ

生活コス ト

適応性

企業文化 知的所有権 エネルギー自足

環境

分野 国際化 金融システム 人的資本 政府管理

要素

貿易 ・サービス収支 資本コス ト 人工構成 国債

経常収支 金融効率 労働者の特徴 政府支出

財 ・サービス輸入 株式市場の活力 雇用 政策

財 ・サービス輸出 銀行部門の効率 失業 政府の効率

為替レー ト 教育構造 政府の参加

証券投資

海外直接投資

国家の保護

開放度

生活の質

価値観

公平 と安全
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口中国際競争力に対する比較研究

開発研究所の設ける評価システムは最も影響力

を持っている。

1980年から，今まで国際競争力の応用研究は

概ね，三つの段階に分けられる。

第一段階は1980年から，1990年までの研究で

ある。国際競争力は主に各国の経済実力を比較

し，各国の工業生産活動及び自然資源を反映し，

例えば1980年世界経済フォーラムは302指標を

使って，主な工業化国の国際競争力を評価した。

第二段階は1990年から，2000年までの研究で

ある。国際競争力理論及び評価システムを基本

的に確立してきた。評価指標は一般的な統計指

標だけではなく，ソフト指標も使った。また，

評価の範囲は一般的な工業化国家から全世界に

拡大してきた。

第三段階は2001年以降の研究である。国際競

争力評価システムも大きな変化があり，指標の

設計及び評価標準は終身学習，創造と革新など

を主な価値観として，国々の国際競争力を評価

する。なお，国の数と指標数も増え，49回，

314指標に拡大してきた，そしてこの314指標は

8種類にわけて，評価する。

1．3日中国際競争力に対する比較分析の要素

及び指標

本研究は前述の「国内経済」，「国際化」，「企

業管理」，「金融システム」，「科学技術」，「人的

資本」，「インフラ」，「政府管理」の8項目分類

を採用する上に48要素の314指標（その中に統

計指標は269指標）で計測した（表1及び付録

を参照）。

8項目分類の中に，「国内経済」は一国の付

加価値の創造能力及び投資，貯蓄，消費など

経済発展の潜在能力を反映し，「企業管理」は

一国の価値創造と競争実力を直接に体現し，

「科学技術」は一国の経済発展の基礎及び発展

の動力をあわすので，この三項目は核心競争力

といい，インフラと人的資本は一国の経済発展

の持続性を支持するもので，この二項目は基礎

競争力と言い，国際化と金融システム及び政府

管理は市場，体制，法律などの経済環境を反映

し，一一国の環境競争力という。核心競争力，基

礎競争力及び環境競争力の三位一体から国際競

争力になる。

2．日中国際競争力の総合評価

2．1日本と中国は世界の順位

2001、2003年の日中の競争力順位を表2に示

した。2003年，日本の競争力順位は25位で，中

国は36位である。これは51カ国，地域を対象に

競争力を総合評価した結果である。

2国の分野別競争力を比べると，日本は国内

経済，人的資本，科学技術で優位であり，中国

は政府管理，国際化と国内経済でやや優位であ

る。2国の競争力が劣る面を比べると，日本は

政府管理でやや劣り，中国は金融システム，企

業管理，インフラと科学技術の4分野で日本よ

表2　2001～2003年の中国と日本の競争力順位と偏差値

2001年 2001年 2002年 2002年 2003年 2003年

順位 偏差値 順位 偏差値 順位 偏差値

日本 22 52．60 18 1 27 48．35886 25 5 1．9654

中国 34 40．39627 34 40．39692 36 4 1．055 1

出所：lMD：WORLD COMPETITIVENESS YEARBOOK，2001，2002，2003，Lausanne，Switzerland
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り劣っている。

2003年の分野別競争力順位から見ると，日本

の競争力は平均的に中国より高いが，構造的に

バランスを欠いている。国内経済と科学技術は

ともに51カ国，地域中で2位を占めているが，

それ以外ではインフラが19位となったのを除き，

すべて30位前後と低迷している。中国の分野別

競争力はバランスが取れていない。国内経済と

政府管理はやや上位にあるものの，企業の競争

力に影響があるインフラと金融システム及び企

業管理はすべて40位以下とかなり劣っており，

その他の分野の競争力は30位～40位の間であっ

た。中国はミクロ経済分野の競争力が劣ってい

ることがわかる。

2．2　日本と中国の共有の優位指模

日中2国がともに優位な分野に着冒して，共

通した優位な分野の具体的な指標を検証すれば，

表3　日中共有の優位の指標

2国が協力するうえでの参考になる。ともに優

位な分野は地域の優位性と競争力を示しており，

2国は優位な分野をもとに協力して優位性をさ

らに発展させるべきである。競争力で劣ってい

る分野については，2国の協力を通じて足りな

い部分を補い合い，競争力を高めるべきである。

ここではIMDの世界競争力年鑑2003年版

のデータによって，51か国・地域中で上位12位

までに入るすべての指標を優位の指標とし，日

中2国がすべて上位12位に入る指標は2国共通

の優位指標とする。逆に51か国・地域中で最下

位から数えて12位まで（第40位以下）のすべて

の指標は劣勢の指標とし，日中2国がすべて劣

勢の指標は2国共有の劣勢の指標とする。

2国共有の優位の指標を見渡すと，企業管理

の競争力の指標が一つもない。2国の企業は地

域の優位性を体現していないことを示している。

国内経済と政府管理は2回の共通の優位性を示

分 野 指 標 コ ー ド 指 標 名 中 国 日本

国 内経 済 1．1．0 1 国 内 総 生 産 （2 0 0 2） 6 2

国 内経 済 1．1．0 2 国 内 総 生 産 （購 買 力 平 価 ） 2 3

国 内経 済 1．1．0 7 国 内 総 投 資 3 2

国 内経 済 1．1．0 8 国 内 総 投 資 1 1 1

国 内経 済 1．1．0 9 国 内 総 貯 蓄 3 2

国 内経 済 1．1．0 3 個 人最 終 消 費 支 出 7 2

国際 化 1．2．0 7 財 の輸 出 5 3

国 際化 1．2．1 0 サ ー ビ ス輸 出 1 1 5

政府 管 理 2．1．0 6 政 府 対 外 債 務 5 7

政 府 管 理 2．1．1 0 外 貨 準 備 2 1

政 府 管 理 2．1．1 1 政 府 総 支 出 1 5 1 1

金 融 シ ス テ ム 3．3．1 4 上 場 企 業 数 1 0 5

イ ンフ ラ 4．1．1 0 航 空 輸 送 量 4 2

イ ンフ ラ 4．2．0 8 コ ン ピュ ー タ ー使 用 数 4 2

科学 技 術 4．3．0 1 研 究 開発 総 支 出 7 2

科学 技 術 4．3．0 4 企 業 の 研 究 開発 支 出 10 2

科 学技 術 4．3．0 6 研 究 開発 人員 総 数 2 3

科 学技 術 4．3．0 8 企 業 の 研 究 開発 人 員 3 2

科 学技 術 4．2．1 8 ハ イ テ ク輸 出 7 2

科 学技 術 4．3．1 7 国 内特 許 認 可 数 1 1 1

人 的 資 本 1．4 ．0 1 雇 用 1 7
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表4　日中共有の劣勢の指標

日中国際競争力に対する比較研究

分 野 指 標 コ ー ド 指 標 名 中 国 日 本

国 内 経 済 1．5．0 2 生 活 コ ス ト指 数 4 7 50

国 際 化 2．4．0 4 公 共 契 約 4 7 4 9

国 際 化 2．4．2 0 多 国 籍 ベ ン チ ャ ー 企 業 数 4 6 39

国 際 化 3．5．0 6 文 化 4 7 4 9

政 府 管 理 1．2．1 4 財 ・サ ー ビ ス 輸 入 4 5 4 9

政 府 管 理 2．3．1 4 透 明 度 3 3 4 4

政 府 管 理 2．4．1 3 外 国 企 業 数 3 7 46

政 府 管 理 2．5 ．0 4 政 治 的 不 安 定 の リ ス ク 3 9 32

金 融 シ ス テ ム 3．3．0 3 信 用 度 4 9 4 1

金 融 シ ス テ ム 2．4 ．2 2 外 国 金 融 機 関 数 5 1 3 7

金 融 シ ス テ ム 2．4 ．2 3 資 本 市 場 へ の ア ク セ ス 5 1 39

金 融 シ ス テ ム 3．3 ．2 0 フ ァ ク タ リ ン グ 3 8 3 7

金 融 シ ス テ ム 3．3 ．1 6 株 主 の 権 利 と責 任 4 6 5 0

金 融 シ ス テ ム 2．4 ．1 8 金 融 機 関 の 法 的 規 制 4 3 4 5

金 融 シ ス テ ム 3．3 ．1 7 金 融 機 関 の 透 明 度 4 6 4 7

金 融 シ ス テ ム 4．5 ．1 1 金 融 業 の 教 育 5 1 4 7

金 融 シ ス テ ム 3．2 ，1 6 金 融 技 術 4 9 4 0

金 融 シ ス テ ム 3．3 ．0 8 銀 行 サ ー ビ ス 4 9 4 3

金 融 シ ス テ ム ． 3．3．1 0 銀 行 規 制 3 9 5 0

イ ン フ ラ 4．1．0 2 耕 作 適 地 3 8 4 8

イ ン フ ラ 4．2 ．0 3 国 際 通 話 コ ス ト 5 0 4 2

企 業 管 理 3．2．2 0 有 能 な 上 級 管 理 職 5 0 4 2

企 業 管 理 3．4．0 5 株 主 価 値 3 8 5 1

企 業 管 理 3 ．4．0 1 適 応 性 4 8 4 6

企 業 管 理 3 ．4．0 8 マ ー ケ テ イ ン グ 4 5 3 9

企 業 管 理 3．4．0 7 企 業 家 精 神 4 2 5 1

人 的 資 本 4 ．5．0 8 大 学 教 育 4 4 5 1

人 的 資 本 4 ．5．0 1 公 共 教 育 総 支 出 4 9 4 4

人 的 資 本 3．5．0 7 柔 軟 性 ・適 応 性 4 7 4 6

人 的 資 本 2．5．0 9 差 別 3 6 4 7

人 的 資 本 2．5．10 女 性 議 員 数 3 6 3 7

出所：lMD：WORLD COMPETITIVENESS YEARBOOK，2003，Lausanne，Switzerland

した。

2．3日本と中国の共有の劣位指標

2国共有の劣勢の指標は，金融システム，企

業管理，人的資本である。特に金融システムは

11の指標が2国共有の劣勢となった。2国の金

融システムが改革を急いで競争力を高める必要

に迫られていることを反映している。

次に2国の全指標を全体の中で上位20位に入

るものを優位な指標，最下位から数えて20位ま

でを劣勢の指標として，分野ごとにその数を集

計したものが表5である。順位が並んでいる指

標があるため，合計数は必ずしも20位になって

いない。

中国について見ると，優位の指標が多いのは

人的資本を除いて政府管理であり，劣勢の指標

が多いのは企業管理と科学技術である。日本側

は優位の指標が最も多いのは科学技術で，劣勢
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表5　2003年の中国，日本の優位と劣勢の指標数

分　　　　 野
中　　　　 国 日　　　　 本

優位の指標数 劣勢の指 標数 優位 の指 標数 劣勢 の指標数

国　 内　 経　 済 2 3 7 2

国　　 際　　 化 3 1 2 8

政　 府　 管　 理 4　　 ∃　　 0 2 2

金 融 シ　ス　テ ム 1 2 1 2

企　 業　 管　 理
0　　 岳　　　 4　　l

0 3

イ　　 ン　　 フ　　 ラ 3 3 2 2

科　 学　 技　 術 2 4 9 0

人　 的　 資　 本 5 3 3 2

合　　　　 計 20 20 26 2 1

の指標が一番多いのは国際化である。2国の優

位の指標を比べると，分野ごとの分布は似てい

ない。つまり，日中の共通の優位はある分野に

集中することはなく，分散している（表6を参

照）。劣勢の指標は金融システム，企業管理，

人的資本で共通している（表7を参照）。人的

資本は中国にとって，優位と劣位指標の数は両

方とも多い，つまり労働力の豊富さとその質の

弱きは共存する。

2．4日本と中国の国際競争力の変遷

2001年から2003年までの3年間，日中の競争

表6　中国の優位指標

指　　 標　　 名
日本の

順位

中国の

順位

国内総生産 （購 買力平価 ） 3 2

財の輸出額の増加率 17 1

研究開発人員総数 3 2

製造サ ービス（アンケー トデータ） 13 2

実質国内総生産増加率 27 2

海外 イメー ジ 12 3

生産性伸 び率 17 4

1 人当 た り国内総生産増加率 27 2

通信投資 19 1

力順位には大きな変動がない。

日本は1997年～1998年のアジア通貨・金融危

機の後，2001年まで経済環境が大きく好転せず，

金融問題が有効な解決を得られず，輸出環境も

改善せずに企業の競争力は低下した。この結果，

国際競争力の順位は2002年まで低下する一方だっ

た。しかし，小泉政権の推進した一連の改革政

策の効果で，日本経済は2002年から明らかな好

転ではないが，ある程度の回復を見せている。

そのため2003年の順位は少し上昇した。

中国は高い経済成長を持続している。しかし，

効率の悪い国有企業などの企業管理と，不良債

権を抱えた国有銀行の金融システムが足かせに

なっている。低賃金で外資の投資を引き付けて

きたが，次第に労働力コストなどの優位性を失

表7　中国の劣勢指標

指　　 標　　 名
日本の

順位

中国の

順位

1 人当たり国内総生産（購買力平価） 15 47

生 産性 （購 買力平価 ） 22 49

教育 の支出の国内総生 産比 44 49

生活費指 数 50 48

適格エンジニア（アンケー トデータ） 26 5 1

有能な上級管理職（アンケートデータ） 42 50
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いつつある。これらの原因で2003年の競争力は

やや低下した。

1998年が転換点になっている。これは，97、

98年のアジア危機が中国の実体経済にとって直

接的な影響はそれほど大きくなかったが，東南

アジア諸国と東アジア地域の経済が大きな影響

を受けたことが関係している。しかし，全体の

競争力順位は2000年まで著しい変動がなかった。

2000年以降は国内経済，国際化の順位が上昇し

たものの，全体の競争力順位はやや下がった。

これは金融システムが足を引っ張っている。金

融システムの順位は2000年以降，8分野の中で

唯一下がり続けている。中国は国際競争力を高

めるために金融改革を断行せざるを得ない状況

になる。インフラの順位は2000年から2002年に

かけて上昇したが，2003年に下がった。これは

主に中国のインフラ建設が情報化の面で不十分

であり，また，農村のインフラ発展が遅いなど

の理由からである。インフラについては先進国

との格差が一段と大きくなった。企業管理の順

位は，2001年から2002年にかけて大きく下がっ

た。世界貿易機関（WTO）加盟後の国際競争

にさらされる中で，中国企業の効率がなかなか

改善しないことが響いている。

ただ，私営企業の振興など改革措置が持続的

に打ち出され，2003年には企業管理の順位は回

復している。中国の競争力順位の推移を見ると，

全体の競争力順位を押しあげているのは主に国

内経済，政府管理などで，インフラや人的資本

などの順位は低迷している。日本の分野別競争

力順位の推移を見ると，1997年から全体的低下

傾向にあったが，2003年に少し回復している。

主に人的資本，政府管理と企業管理の順位下落

が影響している。教育の普及度は高いが，創造

力の不足によって人的資本の順位が下がってい

る。これは競争力の順位が下がり続けた重要な

原因だ。政府管理はかつて日本経済の発展の要

因と見られたが，グローバルな市場経済競争の

時代に政府主導の経済発展は限界を示している。

日本の競争力の特徴は，科学技術とインフラな

ど潜在能力を示す分野の順位が安定している。

日本の競争力の順位が回復するためには，人的

資本，政府管理と企業管理というソフト面の競

争力を取り戻す必要がある。

3．日中の分野競争力の比較

国際競争力を評価する際の国内経済，国際化，

政府管理，金融システム，インフラ，企業管理，

科学技術，人的資本という8分野で，日中はそ

れぞれ特徴を持っており，地域の競争力も8分

野でレベルが異なっている。二国間の連携を通

して地域の競争力を高めると同時に各国の競争

力を強めることができるかどうか，それぞれの

国が自身の特徴に基づいて具体的に分析する必

要がある。以下，日中の分野別競争力について

比較と分析を行う。

3．1国内経済

経済体制が硬直化し，政府が関与し過ぎ，企

業の競争力が下がるなどの原因で，日本経済は

1990年代の初めから低迷が続き，「失われた10

年」と言われる。21世紀に入ってからも，日本

経済は好転の兆しが見えないばかりでなく，第

二次世界大戦後で最も深刻な景気後退に陥った。

2001年に民間最終消費支出が前年より1．2％減

り，2年連続減少を記録した。主要な原因は，

安価な輸入商品が大量に流入して消費者物価が

下がり続けて，個人の消費支出を抑えた。雇用

情勢は悪化して，国民は将来の収入増加に自信

－35－



経　済　学　論　集　第　65　号

表8　日本の対中直接投資

1 9 9 8 19 9 9 2 0 0 0 2 0 0 1 2 0 0 2 2 0 0 3

契 約 1 18 8 116 7 16 14 20 03 27 45 32 54

件 数 （▲15．3） （▲1．8） （38．3） （24．1） （37．0） （18．5）

契　 約 27．0 2 5．9 36．8 53．5 52．9 7 9．5

投 資 額 （▲20．7） （▲4．1） （42．1） （45．3） （▲1．9） （50．2）

投　 資 3 1．6 2 9．7 29．2 45．7 4 1．9 5 0．5

実 行 額 （▲27．0） （▲6．0） （▲1．7） （57．0） （▲8．9） （20．6）

が持てず，今後の生活に不安を感じて消費を節

減する一方だった。政府は2001年3月に経済報

告の中で初めて「日本経済がデフレの状態にあ

る」ことを確認した。2003年に入って日本経済

は回復傾向を見せているが，多くのエコノミス

トは今後の経済について依然楽観を許さないと

の見方を示している。こうしたことが国内経済

の順位に影響しているが，日本の場合，各方面

の基礎が強固なため，今後も中国をリードして

いくだろう。

中国経済は年率9％を超す高成長を持続して

いる。中国は発展の勢いを維持して，日本が長

期間の経済低迷に陥る中で，東北アジア地域の

経済の中で存在感を増している。ただ，高成長

に伴ってエネルギー需要も急増しており，原油

の安定確保が重要な課題になっている。この面

で日中が協力する意義は大きい。

日中の国内経済が直面する状況と問題はそれ

ぞれ違うが，国内経済の分野で2国の競争力の

順位はともに高く，2国共有の優位を示してい

る。地域の経済協力を強化していけば2国の経

済貿易関係はバランスが取れ，東北アジアの経

済実力を強めることになるだろう。

3．2国際化

地域経済の中，日中間には密接な経済の関係

がある。これは両国の国際化の競争力向上に重

要な働きをする。

中国海関統計によると2003年，日本から中国

への輸出は741億5000万ドルで前年比38．7％増

え，日本の中国からの輸入は594億3000万ドル

と22．7％増加した。日本にとって中国は輸出で

米国に次ぐ2番目，輸入で最大の貿易相手国で

ある。日本から中国に輸出している主な製品は

三つに分けられる。一つは機械，半導体などの

電子製品，二つ目は一般機械で，三つ目は化学

製品である。中国から輸入しているのは主に織

物，機械製品と食品である。中国商務省統計に

よると，2003年の日本の対中直接投資は3254件

（前年比18．5％増），契約額は79億5535万ドル

（50．2％増），実行額は50億5419万ドル（20．6％

増）だった。

3．3企業管理

企業管理の上で，日本企業はバブル崩壊の後

に経済が長期低迷する中で競争力が低下し，国

全体の競争力に影響した。企業経営を改善し，

景気回復を促進するため，日本は一段と企業改

革を進めて，企業経営を改善しようとしている。

その要点は，第一，企業の合弁，破産の手続き

を簡略化して，純粋持ち株価会社を設立する制

限を撤廃し，企業再編を促進する。第二，会計

制度を改善して国際会計基準を採用する。第三，

企業管理構造を改善して中小株主の権利を保護

する。第四，労働力と土地の流動化を促進する。

第五，行政手続きを簡略化して行政指導の透明

度を高める。2003年に日本企業の経営状況に改

善の兆しが見られたが，経済状態は依然厳しく，

先行きは楽観を許さない。

中国の企業競争力の低さは国全体の国際競争

力の足を引っ張る主要な要因である。日韓企業
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の成功経験を参考にして，どのように企業の管

理水準を高め，中国企業の競争力を引き上げる

かは一貫して大きな問題である。国有企業改革，

株式制への改造などの改革施策に関して中国は

模索を続けている。WTOに加盟してから，企

業の競争力不足は中国企業が生き残り発展でき

かどうかの問題になっている。政府がもっと良

い市場環境を創造するうえで，企業の競争力を

高めるのは企業自身に頼らなければならない。

自動車産業などでは中国政府の国内産業保護

姿勢からくる出資規制などが足かせになる場合

が多い。中国企業が国際競争を勝ち抜く競争力

をつけるには，政府が保護姿勢を転換する必要

がある。

3．4金融システム

金融システムの競争力に関連して，日中韓は

アジア通貨・金融危機を経験した後，具体的な

情況にたいしたそれぞれ自国に合った金融政策

を採用した。

銀行の不良債権問題は依然，日本経済の抱え

る難題となっている。日本政府は経済対策の一

環として，銀行の不良債権を処理するとともに，

金融業の再編を進めている。また日本経済のデ

フレ緩和に向けて，日本銀行は量的緩和政策を

力強く続けている。

アジア危機で中国の金融システムは打撃を受

けた程度が日本や韓国ほど激しくなかった。し

かし，WTO加盟は中国の金融システムに強い

衝撃をもたらし，中国の金融システム改革のス

ピードを上げるように迫っている。例えば賃付

リスクの等級を評価する制度を作り，資本市場，

不動産市場の整備などを進めてきたが，先進国

の金融システムと比べて中国は大きく遅れてお

り，制度が整っていないなどの問題がある。信

用制度を作り上げて，資本市場を充実して，現

在は発展の障害になっている金融分野を発展の

原動力に転換するのは，中国の競争力を高める

カギとなる。

日中両国がともに自国の金融システムを安定

させ，その基盤の上に共通バスケット通貨への

ペッグを実現させる取り組みを進めなければな

らない。特に人民元の交換性実現と関連して中

国の金融システム安定は重要である。

3．5科学技術

科学技術は一貫して日本の立国の基礎とされ，

バブル経済崩壊後，日本の経済発展には長期計

画がなくなったが，経済成長の原動力としての

科学技術の発展については明確な長期計画を持っ

ている。日本の実行している第2回科学技術計

画は5年を期間として2001年に制定した。日本

を「国際競争力と持続的な発展能力を持つ国家」

に作り上げることを目標にしており，重点は生

命科学，情報通信，環境，ナノテクと新材料と

いう四つの領域である。しかし，研究開発は応

用を主な目的としているため，基礎科学の領域

での研究はやや不十分である。人材，科学研究

の資金と技術が十分に活かされるために，日本

は基礎科学の研究において，行政と業界の壁を

打ち破ることが課程であり，産（産業の研究機

構）と官（政府の研究機構）および学（国立大

学を主とする大学の研究機構）を結んだ研究体

制を実現する必要性が強調されている。日本の

科学技術の研究開発における成功経験は中国に

とって学ぶ値打ちがある。日本の科学技術の競

争力はここ数年来低下しているが，実力は依然

強く，研究開発の基礎とシステムも十分にそろっ

ている。日本が科学技術の競争力を高める政策

の中で，企業グループの研究開発を軽視できな
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い。中国では企業の発展が十分でないために，

企業の研究開発の能力も限られている。同時に，

大学と政府機構が研究開発の主体として行う基

礎研究は企業の要求にあわないことが多く，科

学技術は資本に変わる過程で円滑に進まないと

いう問題が存在している。これらの問題を解決

するのは中国の科学技術の競争力を高める前提

である。

将来の発展にとって，情報技術IT産業が重

要な地位を占めるため，各国ともIT産業の発

展を科学技術の重要な部分として重視している。

日本のIT産業の発展過程は，政府の役割が大

きく，民間の研究開発を先導役として，強大な

製造業を基礎としている。中国のI T産業の発

展は比較優位を活かした戦略を立て，国際的な

産業の分業の中で発展のチャンスを捉え，人的

資本を活用すべきである。

3．6人的資本

将来の競争力にとって一番重要な産業として，

IT産業はほかの産業にはない地位を持ってい

る。IT産業の発展に関して最も重要な要素は

人である。製造業と比べ，IT産業における人

材の役割は一段と重要だが，IT人材は比較的，

都市の生活水準と居住条件などを重視する。先

進的な都市はIT人材を引きつける魅力がある

だろう。IT産業に対する政府の支援や教育環

境も重要である。シンガポールはここ数年ソフ

トウエアの企業を引きつけ，良好なインフラと

都市環境も手伝ってソフトウエア産業が迅速に

発展している。

文化的な近さによって，日中は教育システム

で似た問題がある。第一，熟練労働力と技術開

発要員が不足し，教育機構は自らの役割を果た

さない。第二に，長期の学術的な伝統がないう

え，基礎研究が脆弱なため，乗アジア各国は基

礎的な知識の範囲が比較的狭い状況が一般的で

ある。外国から科学技術を導入することである

程度解決できるが，限度がある。

この二つの問題は両国が近代的な人材を育成

する過程で一番重要な問題である。

3．7　インフラ

日中はインフラ建設でレベルの差が大きい。

日本のインフラ建設は高速道路や鉄道などの面

では進んでおり，中国は工業化のレベルは高まっ

てきたが，インフラの建設はまだ遅れていて，

特に大部分の農村ではインフラ整備状況は日本

に比べて大差がついている。

また，中国への製造業外資の進出に伴い中国

発の貨物輸送需要が急増しており，中国は港湾

や空港施設の整備を急いでいる。こうした中で

日本の港湾や空港は能力拡張が遅れ，アジアの

物流におけるネックになりかねない。日本はこ

の面のインフラ整備に改めて力を入れるべきで

ある。

3．8政府管理

この分野で，日中両国の順位はともに比較的

高い。政府管理はその構成要素において中国の

順位が一番高い分野である。政府管理は日中両

国の経済発展に大きな役割を果たしている。し

かし，その中のリスクは重視すべきである。

政府は東アジア地域の経済成長において局面

を左右する働きを果たしたことがあるが，これ

は政府のすべての万策が一つの誤りもなかった

こと意味しない。日本では，政府が産業の発展

方向とスピードに及ぼす働きがもっと大きい。

80年代に，日本は政府主導のハイビジョンテレ

ビの研究で世界トップだったが，米国のテレビ
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メーカーはハイビジョンテレビを追い越してデ

ジタルテレビを実用化し，日本を技術で上回っ

た。1996年，日本のインターネット固定ユーザー

は2割増えて530万人に達し，パソコンの販売

は40％増えて約600万台に達した。伸び率は大

きかったが，日本のデジタル製品市場は米国の

規模よりずっと小さかった。そのために，多く

の人は日本の官僚主義的な行政と判断ミスが日

本のデジタル化を遅れらせたと考えている。政

府管理は経済の発展レベルによってその時々の

役割を変え，優位性を維持すると同時にリスク

を減らすことが重要である。中国政府は規制緩

和を進めて経済運営を市場経済型に切り替える。

4．国際競争力から見る日中両国の強い

補完性

日中2国は地理的な近接性，経済的な相互補

完性，経済面での協力の発展及び人的交流の増

加に伴い，相互に貿易の重要なパートナーとな

り，そして，東北アジア地域の中で最も活力が

ある国として，相互協力を通じて地域問題及び

国際間題を解決するうちに大きな役割を立つ。

第1に，2国間には強い補完性があり，協力

すれば2回とも発展の余地は大きい。日本は世

界第2の経済大国で，強大な経済実力と技術力

を持っているが，90年代後期に経済体制と管理

体制の弊害が表面化し始め，発展が停滞してい

る。中国は改革・開放に踏み出した1978年以降，

安定した経済成長を続けている。労働力と自然

資源が豊富で，WTO加盟によって経済体制も

一一層開放的になっている。日本と中国は相互協

力すれば，2回それぞれの競争力だけではなく

て，東アジア地域全体の競争力も高められる。

第2に，日中2回は政治が比較的安定している

ことで，2国はそれぞれの関係当局間の効果的

な協力を通じて，環境保護，犯罪及びテロなど

さまざまな領域の問題を解決できる。2国の経

済発展と技術協力の展開を良い環境をもたらし

ている。第3に，日中2国の協力は東アジアで

地域協力のモデルを示すことができる。こうし

た協力は排他的ではなく開放的であるべきで，

2国だけでグループを作るのではなく，東北ア

ジアの協力は地域のすべての国を含むことを目

標とするべきである。

ここ数年，アジアで投資機会を探す海外の投

資家や企業は，日中など東北アジア地域に積極

的に投資している。これは東北アジアに投資し

た場合の利益見通しを投資家が高く評価してい

るためである。

日中2国は社会制度や発展レベルが異なり，

社会制度と経済体制の違いや経済発展段階の差

などが経済協力を制約している面もある。しか

し，2回間では生産要素に互いに補い合う関係

が成り立ち，産業構造から見てもこの地域の経

済協力は巨大な潜在力を掘り起こすことが期待

できる。日中2国はこの地域の協力に着目して

実質的な協力も次第に進んでいる。東北アジア

経済圏および東アジア共同体の将来の発展を期

待したい。
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付録　表1　国民経済計算

要　 素 C o d e 中 国 得 点 中 国 順 位 日本 得 点 日本順 位

付加 価 値 1．1．0 1 国 内 総 生 産 （G D P ，2 0 0 2年 ， 10億 U S ドル ） 6 6 ．1 6 9 8．6 2

1．1．2 2 1 人当 た り国 内 総 生 産 （U S ドル ） 12 ．9 4 9 9 0．4 6

1．1．0 2 国 内 総 生 産 （購 買 力 平 価 ， 1 0億 U S ドル ） 9 9 ．8 2 9 2．8 3

1．1．2 3

1 人 当 た り国 内 総 生 産 （購 買 力 平 価 ， 10 億 U S

ドル）
9．6 4 7 7 5．1 15

1．1．12 実 質 G D P 伸 び 率 9 6．4 1 2 8．5 4 4

1．1．13 1 人当 た りG D P （自国 通 貨 ，物 価 一・走 ） 9 5．5 3 3 1．9 4 2

2 ．4．12 地 下 経 済 18．2 4 0 8 7．5 10

投 資 1．1．0 7 国 内 総 投 資 （1 0億 U S ドル ） 8 6．4 3 9 9．7 2

1．1．16

国 内総 投 資 一 実 質 成 長 率 （％ ， 自国 通 貨 ， 物

価 一 定 ）
9 8．2 3 19．0 4 2

1．1．2 6 1 人当 た り国 内 総 投 資 （U S ドル ） 13．5 4 5 9 6．5 2

1．1．0 8 国 内 総 投 資 （G D P ％ ） 10 0．0 1 7 4．1 1 1

貯 蓄 1．1．0 9 国 内 総 貯 蓄 （1 0億 ドル ） 8 9．7 3 1 0 0．0 2

1．1．17
国 内総 貯 蓄一 実 質 成 長 率 （％ ， 自国 通 貨 ， 物

価 一 定 ）
5 9．4 12 4 7．5 4 3

1．1．2 7 1 人 当た り国 内 総 貯 蓄 （U S ドル ） 18．4 4 6 8 4．7 8

1．1．10 国 内 総 貯 蓄 （G D P ％ ） 9 6．1 5 5 5．7 18

最終 消 費 1．1．0 3 民 間最 終 消 費 支 出 （1 0億 U S ドル） 5 7．0 7 9 6．6 2

1．1．14
民 間最 終 消 費 支 出 一 実 質 成 長 率 （％ ， 自国 通

貨 ， 物 価 一 定 ）
7 8．6 8 3 7．7 3 4

1．1．0 5 政 府 最 終 消 費 支 出 （1 0億 U S ドル ） 5 9 ．0 7 9 9．3 2

1．1．15
政 府 最 終 消 費 支 出 一 実 質 成 長 率 （％ ， 自国 通

貨 ， 物 価 －一一・走 ）
8 5 ．5 7 3 8．4 3 6

1．1．2 4 1人 当 た り民 間 最 終 消 費 支 出 （U S ドル ） 1 1．7 50 9 2．6 5

1．1．2 5 1人 当 た り政 府 最 終 消 費 支 出 （U S ドル ） 14 ．9 4 9 8 5．2 9

1．1．0 4 民 間最 終 消 費 支 出 （G D P 比 ％ ） 9 ．7 4 6 4 2．7 3 1

1．1．0 6 政 府 最 終 消 費 支 出 （G D P 比 ％ ） 18 ．5 4 1 8 7．1 5

生活 の コス ト 1．5．0 1 消 費 者 物 価 上 昇 率 （平 均 年 率 ） 7 6 ．7 3 7 7．4 2

1．5．0 2

生 計 費指 数 （主 要 都 市 の 財 バ ス ケ ッ トの コス

ト， 但 し住 宅 を除 く。 ニ ュー ヨー ク を1 0 0）
7 ．0 4 7 0．6 5 0

適 応 性 3 ．5．0 3

生 産 拠 点 移 転 の お そ れ （将 来 の 経 済 の 脅 威 と

な ら ない ）
4 6．4 2 7 15．7 4 3

1．1．2 1 経 済 の 抵 抗 力 （景 気 循 環 に 対 して 強 い ） 8 4．6 9 3．6 5 0
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表2　国際化

要　 素 C o d e 中 国 得 点 中 国 順 位 日 本 得 点 日 本 順 位

経 常 収 支 1 ．2 ．0 1 経 常 収 支 （10 億 U S ド ル ， マ イ ナ ス は 赤 字 ） 6 1 ．1 1 0 9 4 ．4 1

1 ．2 ．0 2 経 常 収 支 （G D P 比 ％ ） 5 1 ．5 2 3 6 0 ．0 1 7

商業サービスの輸 出 1 ．2 ．2 7 商 品 輸 出 （10 億 U S ド ル ） 9 2 ．4 5 9 8 ．0 3

1 ．2 ．0 8 商 品 輸 出 （G D P 比 ％ ） 3 3 ．4 3 1 1 5 ．6 4 9

1．2 ．0 9 商 品 輸 出 一 実 質 成 長 率 （％ ， し了S ド ル 価 値 ） 9 8 ．2 1 4 8 ．2 3 3

【
【1．2 ．1 0 商 業 サ ー ビ ス の 輸 出 （10 億 U S ド ル ） 5 6 ．2 1 1 8 1 ．9 5

1．2 ．1 1 商 業 サ ー ビ ス の 輸 出 （G D P 比 ％ ） 2 7 ．8 4 4 2 4 ．8 4 9

1 ．2 ．1 2 商 業サ ー ビス の輸 出一 実 質成 長 率 （変 化 してS ドル価 値 ） 8 0 ．3 1 1 1 8 ．5 4 5

2 ．4 ．0 5 輸 出 信 用 ・保 険 （企 業 が 安 価 に 利 周 可 能 ） 2 4 ．0 4 2 7 6 ．0 16

為 替 レ ー ト 1．2 ．19 交 易 条 件 指 数 （19 9 5 ＝ 1 0 0 ） 5 0 ．0 1 1 3 8 ．1 3 7

2 ．3 ．0 7 為替レー ト安定性伯 国通貨からSD Rへの平価変化 2000／2002J 6 5 ．9 10 6 2 ．0 3 1

2 ．3 ．0 6 為 替 レ ー ト政 策 （企 業 競 争 力 を 生 む 為 替 政 策 ） 5 1．7 2 7 3 3 ．2 3 7

証 券 投 資 1 ．3 ．0 9 ポ ー ト フ ォ リ オ 投 棄 資 産 （1 0 億 U S ドル ） 4 5 ．1 2 0 9 8 ．1 5

1 ．3 ．10 ポ ー ト フ ォ リ オ 投 資 負 債 （1 0 億 U S ドル ） 3 5 ．9 2 9 7 0 ．3 8

外 国 の 直接 投 資 1 ．3 ．0 1 対 外 直 接 投 資 フ ロ ー （1 0 億 U S ドル ） 4 0 ．2 2 1 8 5 ．8 6

1 ．3 ．0 3 対 外 直 接 投 資 ス ト ノ ク （1 0 億 U S ドル ） 3 4 ．5 2 3 7 4 ．8 8

1 ．3 ．0 4 対 外直 接投 棄 ス トック ー実質 成長 率 （％ ， L S ドル価 値 ） 3 8 ．5 2 8 ■　 4 0 ．0 2 4

1 ．3 ．0 5 対 内 直 接 投 資 フ ロ ー （1 0 億 L JS ドル ） 9 0 ．7 6 3 6 ．7 2 1

1 ．3 ．0 7 対 内 直 接 投 資 ス ト ッ ク （10 億 U S ドル ） 8 8 ．9 6 3 6 ．1 2 4

1 ．3 ．0 8 対 内 直接投 資 ス トッ クー実 質成 長率 （％， U S ドル 価値 ） 5 2 ．5 2 3 18 ．7 4 4

1 ．3 ．0 2 対 外 直 接 投 資 フ ロ ー （G D P 比 ％ ） 34 ．2 3 3 3 5 ．8 2 7

1
1 ．3 ．0 6 対 内 直 接 投 資 フ ロ ー （G D P 比 ％ ） 4 5 ．3 2 1 16 ．7 50

国 家 政 策 2 ．4 ．0 3 保 護 主 義 （ビ ジ ネ ス に 影 響 し な い ） 6 7 ．2 2 2 19 ．1 4 1

2 ．4 ．2 1 外 国 人 投 資 家 （国 内 企 業 の 支 配 権 を 得 る ） 0 ．4 5 1 2 4 ．7 39

2 ．4 ．0 4 公 的 セ ク ター契 約 廿 分 に外 国 人入札 者 に開か れ てい る、） 6 ．4 4 7 3 ．7 4 9

2 ．4 ．20 国境 を越 えたベ ンチ ャー 伯 由 に外 国の経 営者 と交 渉抑 1 6 ・7 4 6 2 3 ．3 3 9

2 ．4 ．26 投 資 保 護 事 業 （ほ と ん ど の 外 因 の 経 営 者 に適 用 ） 3 2 ．7 3 6 4 0 ．4 3 3

2 ．4 ．2 5 投 資 イン セ ンテ ィブ （外 国 人投 資 家 を 引 きつ け る ） 59 ．3 2 5 13 ．7 4 4

2 ．4 ．1 7 移民 に関 す る法 律 （外 国 人 労働 者 の 雇 用 を妨 げ な い ） 6 1 ．7 2 0 0 ．8 5 0

開 放 度 3 ．5 ．0 1 グ ロー バ リゼ ー シ ョ ン（経 済 に対 す る妨 げ にな らな い） 7 ．3 4 7 1 3 ．0 4 3

2 ．4 ．0 1 地域貿易 7 廿 ノクへの統合潮 国市場への十分なアクセスを提衡 4 5 ．6 3 0 2 3 ．5 3 9

1 ．2 ．1 8 貿 易 の 対 G D P 比 率 （輸 出 ＋輸 入 ）／（2 × G D P ） 2 4 ．1 4 3 1 3 ．2 5 0

3 ．5 ．0 6 国 の 文 化 （外 国 の 思 想 に 対 し て 開 放 的 ） 10 ．1 4 7 7 ．0 4 9

3 ．5 ．0 5 外 国 に 対 す る イ メ ー ジ （ビ ジ ネ ス の 発 展 を 促 進 ） 8 2 ．0 15 4 7 ．3 3 0

3 ．5 ．0 2 グローバ リゼー シ ョンに対す る態 度 上 般 的 には積 極 的 ） 5 0 ．5 2 7 68 ．5
！ 17

商品・サービスの輸入 1．2 ．1 4 財 ・商 業 サ ー ビ ス の 輸 入 （10 倍 U S ド ル ） 2 5 ．8 4 5 7 ．4 4 9

1．2 ．15 財 ・商 業 サ ー ビ ス の 輸 入 （G D P 比 ％ ） 7 6 ．9 10 8 7 ．4 2

1．2 ．16 財 ・商業サ ー ビスの輸 入 一実 質成 長率 （9も，U S ドル価値 ） 12 ．4 4 5 7 5 ．4 12
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表3　政府管理

日中国際競争力に対する比較研究

要　 素 C o d e
L

1
中 国 得 点 中 国 順 位 日 本 得 点 口 本 順 位

財 政 2 ．1 ．04 中 央 政 府 対 内 債 務 （G D P 比 ％ ） 84 ．4 7 8 ．1 4 6

q l央 政 府 対 外 債 務 （G D P 比 ％ ）　　　　 巨
80 ．9 5 8 0 ．7 72 ．1 ．06

2 ．1 ．0 2 中 央 政 府 予 算 黒 字 ′／赤 字 （G D P 比 ％ ） 3 3 ．6 3 6 10 ．1 4 9

2 ．1 ．0 9
財 政 管 理 （以 後 2 年 間 で 改 善 す る 傾 向 ） l

8 2 ．8 1 1 7 ．6 4 8

2 ．1 ．1 0 総 準 備 （金 ・外 貨 準 備 含 む ，金 ＝ 1 オ ン ス 当 た りS D R 35 ） 99 ．9 2 10 0 ．0 l

2 ．1 ．0 7 中 央 政 府 総 債 務 一 実 質 成 長 率 （％ ，自 国 通 貨 ，物 価 局 ） 4 2 ．0
3 8　 ヨ

4 1 ．7 4 0

2 ．1 ．0 8 金 利 負 担 （経 ′馴 又益 比 ％ ） 5 0 ．0 3 2 50 ．0 3 2

政 府 支 出 1 ．4 ．0 5 公 的 セ ク タ ー で の 雇 用 （、総 雇 用 比 ％ ） 6 ．3 4 7 89 ．6 7

l
2 ．1 ．1 1 ⊆　l r・一般 政 府 支 出 （G D P 比 ％ ） 8 6 ，0 15 88 ．2 1 1

政 府 政 策 2 ．2 ．0 1 総 税 収 （G D P 比 ％ ） 9 2 ．5 6 6 3 ．7 16

2 ．2 ．0 2 実 効 個 人 所 得 税 率 （1 人 当 た りG D P に 等 し い 所 得 比 ％ ） 9 4 ．5 1 5 0 ．2 2 7

2 ．2 ．0 4 被 雇 桐 者 社 会 保 障 負 担 率 債 務 侶偵 担 J 人 当 た りG D P 比 ％ ） 9 0 ．6 1 2 7 ．9 3 9

2 ．2 ．0 6 実 質 個 人 税 （労 働 ・昇 進 を 妨 げ な い ） 5 8 ．6 2 1 3 4 ．1 3 2

2 ．2 ．0 7 対 収 益 平 均 法 人 税 （税 引 き 前 収 益 比 ％ ） 3 3 ．3 3 0 2 ．4 5 1

2 ．2 ．0 9 雇 用 者 社 会 保 障 負 担 率 （義 務 的 負 担 ，1人 当 た りG D P 比 ％ ） 9 1．5 1 5 8 ．9 2 5

2 ．2 ．1 1 実 質 法 人 税 （企 業 活 動 を 妨 げ な い ） 5 3 ．7 2 4 2 5 ．8 3 7

2 ．2 ．12 資 本 ・財 産 税 （G D P 比 ％ ） 8 5 ．7 6 1 2 ．2 4 4

2 ．2 ．13 間 接 税 収 （財 ・サ ー ビ ス へ の 税 ， G D P 比 ％ ） 5 5 ．2 19 9 7 ．1 2

2 ．2 ．14 脱 税 （日 常 的 習 慣 で な い ） 2 9 ．8 3 3 8 0 ．2 13

政 府 効 率 2 ．3 ．1 1
政 府 経 済 政 策 （経 済 の 変 化 に 即 時 に 適 応 ） 6 6 ．9 1 7 6 ．3 4 8

2 ．3 ．0 9 法 的 枠 組 （企 業 競 争 力 を 促 進 す る 環 境 を 提 供 ） 4 5 ．5
ト　 2 9

2 6 ．6 3 6

2 ．3 ．0 8 政 策 目 標 に 対 す る 同 意 （政 府 内 で の 軒 酌 が 効 果 的 ） 5 3 ．4 2 6 7 ．1 4 7

2 ．3 ．14 透 明 性 （政 策 の 透 明 性 が 十 分 ） 4 4 ．4 3 3 16 ．9 4 4

2 ．3 ．12 政 府 決 定 （効 果 的 に 実 施 す る ） 4 8 ．9 2 5 12 ．7 4 5

2 ．3 ．13 政 党 （経 済 の 努 力 目 標 を 理 解 す る ） 8 7 ．6 8 13 ．1 4 3

2 ．3 ．15 公 的 サ ー ビ ス （政 治 的 干 渉 か ら 独 立 ） 5 1 ．1 2 6 5 7 ．5 2 1

2 ．3 ．16 官 僚 政 治 （ビ ジ ネ ス 行 動 を 妨 げ な い ） 3 6 ．2 2 9 3 4 ．2 3 0

2 ．4 ．0 2 関 税 当 局 （効 率 的 な 財 輸 送 を 促 進 ） 4 2 ．0 3 3 4 4 ．9 3 0

2 ．3 ．1 7 贈 賄 ・汚 職 （経 済 に 存 在 し な い ） 18 ．3 4 0 6 1 ．5 2 2

政 府 参 加 2 ，4 ．1 0 製 品 ・サ ー ビ ス に 関 す る 法 律 （ビ ジ ネ ス 行 動 を 妨 げ な い 5 5 ．8 2 4 4 2 ．0 3 3

2 ．4 ．1 1 価 格 管 理 （多 く の 産 業 で 製 品 価 格 付 け に 影 響 し な い ） 1 7 ．8 4 3 6 1 ．6 2 0

2 ．4 ．0 7 政 府 補 助 （民 間 ・ 公 企 業 へ 。 G D P 比 ％ ） 5 1 ．0 2 7 6 3 ．8 2 2

2 ．4 ．16
失 業 に 関 す る 法 律 （職 探 しへ の イ ン セ ン テ ィブ を 与 え る ） 6 2 ．4 2 3 6 5 ．1 2 0

2 ．4 ．0 9 競 争 に 関 す る法 律 （公 正 を 欠 く競 争 を 阻止 す る た め に効 率 抑 3 4 ．0 3 4 5 4 ．9 2 6

2 ．3 ．1 0 新 し い 立 法 （企 業 競 争 力 を 促 進 す る ） 8 6 ．4 5 5 3 ．8 2 9

2 ．4 ．13 外 国 企 業 （法 律 に よ っ て 差 別 さ れ な い ） 2 2 ．6 3 7 1 3 ．1 4 6

2 ．4 ．0 6 ビ ジ ネ ス の 行 い や す さ （経 済 の 競 争 優 位 ） 6 8 ．0 2 0 3 7 ．8 3 1

2 ．4 ．0 8 補 助 （′経 済 発 展 を 阻 止 し な い ） 3 8 ．9 3 2 2 4 ．9 4 1

公 平 と 安 全 2 ．5 ．0 1 止 義 （社 会 で 公 平 に 管 理 が 行 わ れ る ） 4 0 ．0 3 1 6 6 ．0 19

2 ．5 ．0 2 人 的 担 保 ・私 的 所 有 （適 切 に 保 護 さ れ て い る ） 3 0 ．8 3 8 6 9 ．5 1 8

2 ．5 ．0 5
l

社 会 の 結 合 力 （政 府 に と っ て の 優 先 事 項 ） 6 1 ．3 2 3 3 5 ．2 3 5

2 ，5 ．0 4 政 情 不 安 定 の リ ス ク （非 常 に 低 い ） 3 1 ．9 3 9 4 5 ．4 3 2
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表4　金融管理

要　 素 C o d e 中 国 得 点 中 国 順 位 日本 得 点 日 本 順 位

資 本 の コ ス ト 2 ．3 ．0 1 実 施 短 期 金 利 （実 施 デ ィ ス カ ウ ン ト／銀 行 金 利 ） 3 6 ．3 3 8 7 3 ．2 1 3

2 ．3 ．0 2 資 本 コ ス ト （ビ ジ ネ ス の 発 展 を 促 進 す る ） 3 8 ．8 3 3 5 7 ．2 2 6

2 ．3 ．0 4
国 際 格 付 け （0 か ら 10 0 ま で の 格 付 け ， Ins titu －

tio n al In v e sto r M a g az in e に よ る ）
3 3 ．3 3 5 7 4 ．1 2 1

金 融 の 効 率 3 ．3 ．0 3 信 用 （銀 行 か ら 企 業 へ 容 易 に 流 れ る ） 7 ．1 4 9 1 3 ．6 4 1

2 ．4 ．2 2 外 国 金 融 機 械 （自 国 市 場 へ 参 入 で き る ） 0 ．6 5 1 2 3 ．7 3 7

2 ．4 ．2 3 国 内資 本 市場 へ の参 入 （外 国 企業 に対 す る制 限 が な い） 0 ．1 5 1 2 7 ．5 3 9

2 ．4 ．2 4 外 国資 本 市場 へ の参 入 個 内 企業 に対 す る制 限 が な い） 0 ．9 5 0 5 7 ．3 2 9

3 ．3 ．2 0 フ ァ ク タ リ ン グ （商 品 輸 出 比 ％ ） 2 4 ．4 3 8 2 5 ．3 3 7

3 ．3 ．11 抹 式市 場 （企 業 が 自己金 融 を行 うため に十分 で あ る ） 4 2 ．1 2 9 3 1 ．8 3 4

3 ．3 ．0 7
ベ ン チ ャ ー キ ャ ピ タ ル （ビ ジ ネ ス の 発 展 の た

め に 容 易 に 得 ら れ る ）
12 ．2 4 5 18 ．7 4 1

3 ．3 ．19
キ ャ ッ シ ュ フ ロ ー （企 業 が 自 己 金 融 を 行 う た

め に 十 分 で あ る ）
16 ．8 4 0 4 2 ．4 2 8

3 ．3 ．0 6
投 資 リ ス ク （ユ ー ロ カ レ ン シ ー 回 の 信 用 性 ， 0

、 1 0 0 ま で の 範 囲 ）

19 ．8 3 9 7 7 ．8 18

株 式 市場 の活 力 3 ．3 ．12 株 式 市 場 出 来 高 （1 0 億 U S ドル ） 4 9 ．7 8 8 1 ．2 2

3 ．3 ．13 株 式 市 場 で の 取 引 量 （1 人 当 た り U S ドル ） 2 8 ．2 3 7 5 6 ．8 15

3 ．3 ．14 上 場 国 内 企 業 数 5 8 ．6 10 8 7 ．3 5

3 ．3 ．16 株 主 の 権 利 ・責 任 （明 確 で あ る ） 12 ．2 4 6 4 ．4 5 0

3 ．3 ．18 イ ンサ イ ダー 取 引 （株 式 市 場 で 通 常 行 わ れ な い ） 10 ．8 4 5 8 2 ．2 14

3 ．3 ．15 株 価 指 数 （％ ） 3 1．6 3 4 3 9 ．3 2 7

銀 行 部 門 の効 率 2 ．3 ．0 5 中央 銀 行 政 策 （経 済 発 展 に 良 い 影 響 を もた らす ） 5 0 ．9 30 13 ．3 4 4

3 ．3 ．0 1 銀 行 部 門 資 産 （G D P 比 ％ ） 7 0 ．3 6 5 7 ．9 14

2 ．4 ．18 金 融 機 関 の 法 的 規 制 （金 融 の安 定 の た め に 適 切 ） 16 ．2 4 3 7 ．8 4 5

2 ．4 ．19 金 融 取 引 の 機 密 性 （保 障 さ れ て い る ） 12 ．4 4 5 6 4 ．1 19

3 ．3 ．17 金 融 機 関 の 透 明 性 （広 く発 達 し て い る ） 8 ．5 4 6 5 ．3 4 7

4 ．5 ．1 1 金 融 の 教 育 （企 業 の 必 要 を 満 た す ） 2 ．2 5 1 7 ．7 4 7

3 ．2 ．16 金 融 技 術 （容 易 に 利 用 可 能 ） 4 ．2 4 9 17 ．1 4 0

3 ．3 ．0 4 発 行 さ れ る ク レ ジ ッ ト ・カ ー ド数 （1 人 当 た り） 14 ．0 4 8 5 0 ．8 2 1

2 ．3 ．0 3 金 利 ス プ レ ッ ド （貸 出 金 利 一 預 金 金 利 ） 6 2 ．9 16 7 1．7 5

3 ．3 ．0 8 銀 行 サ ー ビ ス （広 く経 済 で 発 展 し て い る ） 4 ．1 4 9 12 ．6 4 3

3 ．3 ．10 銀 行 規 制 （経 済 の 競 争 力 を 妨 げ な い ） 2 2 ．6 39 3 ．2 5 0
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表5　インフラ

要　 素 C o d e 中 国 得 点 中 同 順 位 日 本 得 点 日 本 順 位

基 本 イ ン フ ラ 4．1．1 4 整 備 ・開 発 （適 切 に 計 画 。 資 金 調 達 さ れ る ） 3 7．9 3 0 6 7 ．8 2 0

4 ．1．1 2 イ ン フ ラ の 配 分 （全 般 的 に 効 率 的 ） 24 ．2 3 7 6 8 ．5 2 1

4 ．1．0 8 道 路 （ネ ッ トワ ー ク の 密 度 ） 20 ．8 4 2 9 6 ．4 4

4 ．1．0 9 鉄 道 （ネ ッ トワ ー ク の 密 度 ） 1 5．6 4 7 5 0 ．0 2 1

4 ．1．1 0 航 空 運 輸 （主 要 社 会 の 乗 客 数 ） 6 8 ．8 4 8 1 ．6 2

4 ．1．1 3 水 路 を 利 用 し た 運 輸 （企 業 の 必 要 を 満 た す ） 3 1．8 3 6 5 3 ．2 2 3

4 ．1．2 5 産 業 用 の 電 気 コ ス ト （u s ドル ／lk w h ） 8 4 ．8 5 0 ．0 5 1

4 ．1．0 2 耕 作 可 能 地 域 （1人 当 た り平 方 メ ー トル ） 2 8 ．9 3 8 2 3 ．6 4 8

4 ．1．0 3 都 市 化 （経 済 資 源 を 消 耗 し な い ） 4 7．9 2 7 6 7 ．9 1 7

4 ．1．1 1 航 空 運 輸 の 質 （ビ ジ ネ ス の 発 展 を 促 進 ） 2 2．4 3 8 4 6 ．7 3 0

技 術 イ ン フ ラ 4．2．0 1 電 気 通 信 へ の 投 資 （G D P 比 ％ ） 9 9．9 2 3 6 ．2 3 1

4 ．2 ．0 8
利 用 さ れ て い る コ ン ピ ュ ー タ ー （世 界 シ ェ ア ，

資 料 ：C o m p u te r In d u stry A lm an ac ）
7 7．1 4 9 4 ．0 2

4 ．2 ．0 9
10 0 0 人 当 た り コ ン ピ ュ ー タ ー の 数 （資 料 ：C o

m p u ter In d u stry A lm a n a c ）

1 1．0 4 8 7 5 ．0 1 7

4 ．2 ．1 0
イ ン タ ー ネ ッ ト利 用 者 （10 0 0 人 当 た り ， 資 料 ：

C o m p ute r In d u s try A lm a n ac ）
8．5 4 8 8 4 ．7 1 3

4 ．2 ．0 7
新 し い 情 報 技 術 （技 術 と そ の 使 用 が ビ ジ ネ ス

の 必 要 を 満 た す ）
1 5．1 4 5 6 0 ．1 2 3

4 ．2 ．0 4 携 帯 電 話 利 用 者 （居 住 者 10 0 0 人 当 た り ） 8．9 4 7 5 2 ．9 2 9

4 ．2 ．0 5 携 帯 電 話 費用 （ピー ク時 間で の 3分 間 当 た り，U S ドル） 8 7．9 2 5 1 ．9 2 6

4 ．2 ．0 6 コ ミュニ ケ ー シ ョンが 十分 か ど うか 巨 般 的 に高 い ） 11．6 4 5 6 0 ．5 2 4

4 ．2 ．11 セ キ ュ ア ・サ ー バ ー （居 住 者 10 0万 人 当 た りの 数 ） 5 0．0 12 2 9 ．9 3 7

4 ．2 ．12
ピ ー ク の 時 間 で の 2 0時 間 の イ ン タ ー ネ ッ トア

ク セ ス バ ス ケ ッ ト （U S ドル ）
5 0．0 17 2 ．8 5 1

4 ．2．13
適 切 な イ ン タ ー ネ ッ トア ク セ ス （利 用 可 能 性 ，

ス ピ ー ド， 費 用 ）
7．6 4 8 5 5 ．9 2 4

ビ ジネスイ ンフラ 2 ．4 ．15 労働規制 （雇用，解雇，最低賃金などの規制が十分柔軟である） 4 8．7 2 8 4 6 ．3 2 9

4 ．2 ．0 2 固 定 電 話 線 （居 住 者 10 0 0 人 当 た りの 主 要 線 の 数 ） 9．8 4 3 7 9 ．2 13

4 ．2．0 3 国際間定電話費剛 ピーク時間での米国への3分当た帥 Sド舶 0．3 5 0 2 4 ．7 4 2

健 康関連 インフ ラ 4 ．4 ．0 1 総 医 療 費 （G D P 比 ％ ） 19．8 4 1 6 1 ．9 2 4

4 ．4．0 2 医 療 に 対 す る 公 共 支 出 （総 医 療 費 比 ％ ） 5．5 4 8 7 6 ．5 1 1

4 ．4．0 5

合 弁

医 療 扶 助 （医 者 1人 当 た り ・看 護 婦 1人 当 た り

の 居 住 者 数 ）
2 9．8 4 2 7 3 ．4 2 7

4 ．4．0 6 医 療 イ ン フ ラ （社 会 の 必 要 を 満 た す ） 19．3 3 9 7 7 ．6 16

エ れ レギ ー 自給 4 ．1．2 1

G D P とエ ネ ル ギ ー 消 費 （実 施 G D P 成 長 率 －

エ ネ ル ギ ー 消 費 成 長 率 ）
9 1．0 3 4 5 ．0 3 3

4 ．1．2 2

エ わ レギ ー強 度 （商 業 に お け る エ ネ ル ギ ー 利 用 量 ，

G D P 1 ドル 当 た り， 単 位 キ ロ ジ ュ ー ル ）
7．9 4 9 7 7 ．5 4

4 ．1．18

国 内 総 エ ネ ル ギ ー 生 産 （石 油 必 要 量 に 換 算 し

た 総 需 要 量 比 ％ ）
5 1．7 14 2 9 ．5 4 1

4 ．1．2 3

エ ネ ル ギ ー 輸 入 対 商 品 輸 出 （U S ドル 建 て 商 品

輸 出 に 対 す る エ ネ ル ギ ー 輸 入 の ％ 割 合 ）
6 6．5 1 7 3 3 ．1 4 3

4 ．1．2 4 非 エ ネル ギー原 材 料の 自給（1人 当た り貿 易収 支，U S ドル） 4 4 ．2 2 4 4 0 ．5 3 1

4 ．1．15 エ ネ ル ギ ー イ ン フ ラ （経 済 内 で 適 切 ， 効 率 的 ） 13 ．4 4 3 5 8 ．6 2 4

環 境 4 ．4．10 紙 ・厚 紙 リ サ イ ク ル 率 （消 費 に 対 す る ％ ） 5 0 ．0 2 2 8 1．0 9

4 ．4．1 1 排 水 処 理 工 場 （利 用 人 口 比 ％ ） 5 0 ．0 2 7 4 1．6 3 6

4 ．4．12
二 酸 化 炭 素 排 出 （G D P lO 0 万 ド ル 当 た り ，

C 0 2の 産 業 か ら の 排 出 量 ， 単 位 ト ン ）
1．2 5 0 7 8 ．8 4

4 ．4．14 持 続 可 能 な 発 展 （経 済 に お け る 優 先 事 項 ） 3 3 ．6 3 6 7 2 ．8 15

4 ．4．15 汚 染 問題 （経 済 の イ ン フ ラ に深 刻 な 影 響 を与 え ない ） 5．4 4 9 7 1．5 14

4 ．4．16 環 境 法 （法 と そ の 順 守 が 企 業 競 争 力 を 妨 げ な い ） 7 6．9 1 2 8 2 ．9 9
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表6　企業の管理

安　 素 C o d e 中国 得 点 中国 順 位 世 本得 点 H ノ瑚附

生 産性 3．1．0 1
総 生 産性 （PP P値 ） （被 雇 用 者 1 人当 た りG D P （P

P P値 ）推 定 値 ，LTS ドル）
5．1 4 9

ト
岳 7 0 ・0

l

2 2

3．1．0 3

総 生 産 性 一 実 質 成 長 率 （被 雇 用 者 1 人 当 た り

実 質G D P の％ 変 化 ）
9 2．7 3

弓
巨 2 ・2 2 6

3．1．0 4
労 働 生 産 性 （PP P値 ） （被 雇 用 者 1人 1時 間 当 た

（）G D P （P P P値 ），推 定値 ）
6．5 4 9 　 6 8 」1

1

2 0

晶 ．0 6

l

農 業 生 産性 廿－P P 値 ） （農 業被 雇 用 者 1人 当 た

りG D P （P P P値 ）， L S ドル ）
12．0 5 1

1　 2 8 ．8
3 3

】
3．1．0 8

産 業 生 産性 （PP P 値 ） （産 業 被 雇 用 者 1人 当 た

りG D P （P P P値 ）， U S ドル ，推 定 値 ）
8．2 5 1 5 7．5

l　 2 2

l
3．1．1 0

サ ー ビ ス生 産 性 （PP P値 ） （サ ー ビ ス被 雇 用 者

1人 当 た りG D P （P P P 値 ）， U S ドル， 推 定 値 ）
4．5 5 0 7 1．7 1 6

労 働 コ ス ト 3．2．0 1
給 与 レベ ル （製 造 労 働 者 の 1時 間 当 た り総 給

与 ， U S ドル， 推 定 値 ）
86．0 4 12 ．1 　 4 1

L

3．2．0 2 製 造 業 部 門 単 位 あ た り労 働 コス ト （％ 変化 ） 11．4
l　 4 9

7 3．7 　 6
L

3．2 ．0 3
【合弁
l

サ ー ビ ス業 給 与 （ボ ー ナ ス 等 含 め た 年 間総 所

得 ， U S ドル ）
10 0．0 9 0 ．0

l
； 5 0

】

【3．2 ．0 4

合弁

管 理 者 給 与 （ボ ー ナ ス ， 長 期 イ ンセ ン テ ィブ

l含 め た 総 ベ ー ス給 与 ， LTS ドル）
10 0．0 4 0 ．0 4 8

企 業 効 率 3．4 ．0 3 管 理 者 の 信 用度 （経 済 で 広 く認 め られ て い る ） 　 8．5

1

4 6 4 6．1 2 8

3．4 ．0 4 会 社 役 員 会 （会 社 の管 理 を効 率 的 に監 督 す る ） 40．9 2 8 7．2 4 6

管 理 効 率 2．4 ．14 会 社 創 設 （法 律 で 支 え られ て い る ）
ト1 5 8．0 2 5 4 0．0 3 4

3．2．2 0 有 能 な 上 級 管 理 職 （利 用 可 能 ）
l
【 2・0 　 5 0

】
1 4．6 4 2

3．2．19
国 際 的 経 験 （上 級 管 理 職 の 国 際 的 経 験 が 一一般

的 に 重 要 ）

l

l．7

l

i 5 1

1 2．6 4 6

3．4 ．0 5 株 主 価 値 （効 率 的 に 管 理 され る ）
巨 5・4

】 3 8 3．1 5 1

l

3．4 ．10
健 康 ， 安 全 ， 環 境 に関 す る 配 慮 （適 切 に 管理

者 側 か ら提 示 され る ）
3 1．6 　 3 2

L

7 0．2 1 8

l

3．2．0 8
産 業 紛 争 （屠 住 者 10 0 0 人 当 た りの 1年 の 労 働

日 ロス ， 19 9 9年 、2 00 1年 ‾平均 ）
66．4 　 4

【
6 6．2 9

3．2．0 7 労 働 者 の モ チ ベ ー シ ョ ン 3 1．6 【 3 2 7 5．7
】

18

3．2．0 9 被 雇 川 者 トレー ニ ング （社 内 で 優 先 度 が 高 い ） 44．6
l　 2 9

9 2，6 3

3．2．0 6 l労 使 関 係 上 般 的 に高 い 生 産 性 を生 む ） 18．9
l 4 1

8 8．7 5

3 ．4．0 1 順 応 性 （会 社 の 市 場 変 化 へ の 順 応 性 が 高 い ） 3．7 　 4 8

l

7．0 4 6

3 ．4．0 8 マ ー ケテ イン グ （効 率 的 に実 行 され る ） 11．2
い 5

2 3．2 3 9

企 業 文化 3 ．4．0 6 】顧 客 満 足 度 （経 済 で 重 視 され る ） 35．1
l
l
　 3 3 9 1．4 3

3．4．0 7
】
企 業 家 精 神 （経 済 にお い て 広 範 に存 在 ） 18．7 4 2 1 0・7 5 1

3．4．0 9

府 会 的 責 任 （ビ ジ ネ ス指 導 者 の 持 つ 責 任 が 垂

巨 、）
54．3 l 2 2 4 9．8 2 8

3 ．4．0 2 論 理 的 習 慣 （会 社 内 ） 34．4 3 1 5 0．3 2 6
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要　 素　 ．C o d e 中 国 得 桝 中 国 順 位 L l本 得 点 日 本 順 位

R＆D 封 1－1 1 4．3．0 1 】R ＆D 総 支 出 （10 0 万 し騨 ル 、）　　　　 ∃ 4 9 ．5　 L
7

9 9 ．9 ト
2

1人 当 た り R ＆D 総 文 才二日 （1人 当 た りL JS ド ル ）
2 0・3 【

4 5
9 9 ．7　 E　【

1
】
l 4．3．0 2

l
L 4・3・0 3 R ＆r）総 支 出 （G D P 比 ％ ） 3 6．6　 i 2 5 9 5 ．6 4

【
4．3．0 4 ビ ジ ネ ス R ＆D 支 出 （10 0 万 LJS ドル ）

　 】
4 7．5 10 9 9 ．7 2

上 ．。．。5

l

1 人 当 た り ビ ジ ネ ス R＆D 支 山 （1人 当 た り し：S

ドル ）
2 1．7 4 5 【

l

9 9 ．7 1

lく＆D 人 員 4．3．0 6 全 国 総 R ＆D 人 員 （常 勤 ） 1 0 0．0 2 9 9 ．9 3

4．3．0 7 10 0 0 人 当 た り 全 国 総 R ＆D 人 員 （常 勤 ） 1 5．3 4 1 9 2．0 5

4．3 ．0 8 企 業 総 R＆D 人 員 （常 勤 ） 9 9．8 3 1 0 0．0 　 2
l

4．3 ．0 9 10 0 0人 当 た り 企 業 総 R ＆D 人 員 （常 勤 ） 19．4 3 9 9 5．3 5

4．5 ．12 有 資 格 エ ン ジ ニ ア （労 働 市 場 で 調 達 可 能 ） 0．4 5 1 5 9．9 2 6

4．2 ．14 情 報 技 術 能 力 （容 易 に 利 用 可 能 ） 1．1 1 4 9 4 7．7 3 0

技 術 協 力 （会 社 間 で 発 展 ） 5．7 4 9 7 4．9 15技 術 管 理 4．2 ．15

4．5．13 知 識 移 転 （会 社 間 ・大 学 間 で 発 展 ） 18．8 4 1 3 6．5 3 0

4．2 ．16 技 術 開 発 ・応 用 （法 的 に 援 助 さ れ る ） 17．7 4 1 5 2．6 2 5

3．5．0 4
R＆D 施 設 の 移 転 の 恐 れ （移 転 が 経 済 へ の 脅 威

と な ら な い ）
4 4．8 2 8 10．8

l

4 3

4 ．2．18 ハ イ テ ク 関 連 輸 出 （1 0 0万 U S ドル ） 　 8 0．3
1

　 7
】

9 9．1 2

4 ．2．19 ハ イ テ ク 関 連 輸 出 （製 造 業 輸 出 比 ％ ） 5 2．4 19
【 6 6．5

13

4 ．2．2 0 デ ー タ 安 全 性 （ト分 に 維 持 さ れ る ） 1 1．9
‡　 4 4 l

； 3 6・1 3 0

科 学 環 境 4 ．3．15
ノ ー ベ ル 賞 （物 理 ， 化 学 ， 生 理 学 ， 医 学 ， 経

庸 摩 ， 1 9 5 0年 以 降 ） 4 2．5
い 7

l

】
1 5 0・5

】

8

4 ，3．16
10 0 万 人 当 た り ノ ー ベ ル 賞 （物 理 ， 医 学 ， 経

済 学 ， 1 9 5 0年 以 降 ）
3 0．6

】　 2 4 】
1 3 7．9

l
l

2 0

4 ．3．10
1基 礎 研 究 （長 期 経 済 発 展 を 支 え る ）

6 4．4 2 3
【 8 3．3

8

4 ．3．13 学 校 教 育 に お け る科 学 （適 切 に教 え ら れ て い る ） 3 2．1 3 1 3 4．6 　 3 0

l

4 ．3．14 科 学 技 術 へ の 関 心 （若 者 の 中 で 強 い ） 4 7．8 2 7 16．4
！ 4 3

1

4 ．2．17 技 術 的 発 展 へ の 財 政 的 援 助 （全 般 的 に 十 分 ） 2 0 ．4 3 7 7 7．1 16

4 ．3．12 科 学 論 文 （著 者 独 白 に 出 版 さ れ た も の ） 5 2 ．6 　 l l

l

9 4．2 2

知 的 所 有 権 4 ．3．17 居 住 者 に 与 え ら れ た 特 許 （19 98年 ＼2 0 00年 平 均 ） 4 4 ．3 1 1 10 0．0 1

4 ．3．18 海 外 で 獲 得 し た 特 許 （国 内 店 住 者 に よ る ） 3 3 ．3 3 9 9 9．9 ！　 2

4 ．3．19 特 許 ・著 作 権 保 護 （適 切 に 実 施 さ れ る ） 2 1．3 3 8 6 8．2 2 1

4 ．3．2 0 有 効 な 特 許 数 （居 住 者 1 0万 人 当 た り） 3 2 ．8 4 5 6 4．9
∃　 5

4 ．3．2 1
】

特 許 付 与 率 （起 業 R＆D 人 員 に 対 す る 特 許 取

得 居 住 者 割 合 ）
3 0．5 4 1 　 9 9．4

】

】
書　 3
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表8　国民の素質

要　 素 C o d e 中 国 得 点 中 国 順 位 日本 得 点 日 本 順 位

人 口 4 ．1 ．0 4 人 口 一 市 場 規 模 （単 位 10 0 万 人 ， 推 定 値 ） 1 0 0 ．0 1 　 l
5 7 ．2 7

4 ．1 ．0 7 依 存 度 （1 5 、 6 4 歳 人 口 ／労 働 人 口 ） 8 8 ．3 4 6 4 ．6 2 0

4 ．4 ．0 3 平 均 寿 命 （平 均 推 定 値 ） 2 7 ．8 3 9
8 8 ．0　 － 1

労 働 力 3 ．2 ．1 0 労 働 力 人 口 （被 雇 用 者 ・登 録 さ れ た 失 業 者 ） 1 0 0 ．0 1 5 8 ．2 7

3 ．2 ．1 1 労 働 力 人 口 （人 日 比 ％ ） 9 5 ．0 3 7 8 ．2 8

3 ．2 ．12 労 働 力 人 口 成 長 率 （％ 変 化 ） 4 0 ．6 3 0 2 4 ．4 4 7

3 ．2 ．13 女 性 労 働 力 人 ［］ （総 労 働 力 人 口 比 ％ ） 5 0 ．0 2 9 3 7 ．7 3 6

3 ．2 ．1 5 熟 練 労 働 者 （容 易 に 利 用 可 能 ） 4 ．1 4 8 7 6 ．2 15

3 ．2 ．17 頭 脳 流 出 （経 済 の 競 争 力 を 妨 げ な い ） 6 ．7 4 8 6 6 ．7 19

3 ．2 ．18 外 国 人 高 技 術 者 （ビ ジ ネ ス 環 境 内 で 求 め ら れ る ） 2 7 ．3 34 2 6 ．9 3 6

就 業 1 ．4 ．0 1 雇 用 （総 雇 用 ， 単 位 1 0 0 万 人 ） 10 0 ．0 1 5 8 ．0 7

1 ．4 ．0 2 雇 用 （人 口 比 ％ ） 9 6 ．9 3 7 9 ．4 9

1 ．4 ．0 3 雇 用 一 成 長 率 （％ 変 化 ， 推 定 値 ） 5 3 ．0 2 1 2 1．2 4 5

3 ．2 ．0 5 労 働 時 間 （1 年 当 た り平 均 ） 6 5 ．5 2 0 3 5 ．0 3 1

失 業 1 ．4 ．0 7 失 業 率 （労 働 力 人 口 比 ％ ） 7 8 ．5 1 0 7 0 ．1 2 0

1 ．4 ．0 8 若 年 失 業 率 （労 働 力 人 口 比 ％ ） 5 0 ．0 2 6 7 5 ．1 1 1

教 育 構 造 4 ．5 ．0 7 教 育 シ ス テ ム （競 争 的 経 済 の 必 要 を 満 た す ） 2 5 ．8 3 4 9 ．7 4 8

4 ．5 ．0 4
中 等 学 校 入 学 （相 当 年 齢 人 口 内 の 全 日 制 教 育

を 受 け て い る 人 数 ， ％ ）
2 2 ．1 3 9 8 9 ．4 1

4 ．5 ．0 5
高 等 教 育 （第 三 段 階 教 育 を 受 け た 人 の 人 口 比

％ ， 2 5 歳 ～ 3 4 歳 ）
5 ．1 5 1 9 6 ．3 3

4 ．5 ．0 8 大 学 教 育 （競 争 的 経 済 の 必 要 を 満 た す ） 1 5 ．9 4 4 1 ．9 5 1

4 ．5 ．0 2 生 徒 一 教 師 比 率 （初 等 教 育 ） 3 6 ．3 3 8 4 3 ．4 3 4

4 ．5 ．0 3 生 徒 一 教 師 比 率 （中 等 教 育 ） 3 5 ．1 3 7 5 5 ．2 2 8

4 ．5 ．0 1 教 育 に 対 す る 総 公 共 支 出 （G D P 比 ％ ） 3 ．7 4 9 1 7 ．6 4 4

4 ．5 ．0 9 文 盲 率 （15 歳 以 上 ， 人 口 比 ％ ） 7 ．6 4 8 7 1 ．1 1

4 ．5 ．1 0 経 済 的 読 み 書 き能 力 1 0 ．7 4 4 8 1 ．8 1 2

生 活 4 ．4 ．1 7 生 活 の 質 （経 済 ・社 会 に お い て 高 い ） 15 ．5 4 3 5 1 ．6 2 5

4 ．4 ．0 8
人 的 開 発 指 標 （経 済 ・教 育 指 標 を 統 合 ， 資 料 ：

H u m a n D ev elo p m e n t R e p o rt）
7 ．0 4 7 8 2 ．2 9

社 会 環 境 4 ．4 ．0 9 ア ル コ ー ル ・薬 物 依 存 （職 場 で 問 題 を 生 じ な い ） 4 ．5 5 0 8 8 ．0 8

2 ．5 ．13 ハ ラ ス メ ン ト 暴 力 （職 場 を 不 安 定 化 さ せ な い ） 8 ．6 4 6 4 9 ．1 3 1

3 ．5 ．0 7 柔 軟 性 ・順 応 性 （新 し い 努 力 目 標 に 対 す る ） 4 ．6 4 7 7 ．0 4 6

2 ．5 ．0 9 差 別 （社 会 で の 障 害 と な ら な い ） 3 2 ．5 3 6 8 ．8 4 7

3 ．5 ．0 8 社 会 の 価 値 （競 争 力 を 高 め る ） 7 0 ．1 18 3 8 ．5 3 4

2 ．5 ．10 議 会 で の 女 性 の 比 率 （議 会 で の 総 議 席 数 比 ％ ） 2 1 ．6 3 6 2 1 ．3 3 7

2 ．5 ．11
女 性 の 地 位 （立 法 府 議 員 ， 上 級 公 務 員 ， 管 理

者 総 人 数 比 ％ ）
5 0 ．0 18 1 ．0 4 9

2 ．5 ．12
ジ ェ ン ダ ー 所 得 比 率 （女 性 所 得 の 男 性 所 得 に

対 す る 割 合 ， 推 定 値 ）
5 0 ．0 2 1 1 3 ．9 4 3

2 ．5 ．0 3 私 領 域 の 保 護 6 ．2 4 6 4 5 ．5 3 2
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